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～前期比＋0.6％（年率＋2.3％）と、伸び鈍化～
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実質GDPの前期比年率伸び率
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（１）輸出が景気を牽引

　2010年４～６月期の実質ＧＤＰは前期比＋0.6％（年率＋2.3％）と、輸出の増加を背景に、５四

半期連続のプラス成長となった見込み。もっとも、個人消費の寄与度が低下したため、伸びは鈍

化。

（２）需要項目の特徴

イ）個人消費（前期比＋0.1％、年率＋0.3％）

　雇用・所得環境の持ち直しを背景に、５四半期連続のプラス。もっとも、３月のエコポイント制

度変更に伴う駆け込み需要の反動減により、薄型テレビの販売量が減少したため、回復ペースは大

幅に鈍化。

ロ）住宅投資（前期比＋0.5％、年率＋2.2％）

　価格下落などを受け、分譲、持ち家が増加。２四半期連続のプラス。

ハ）設備投資（前期比＋0.4％、年率＋1.6％）

　輸送機械、電子部品・デバイスでの回復を受け、３四半期連続の増加。

ニ）公共投資（前期比▲0.8％、年率▲3.0％）

　公共事業の大幅削減を受け、１～３月期から減少幅が拡大。４四半期連続の減少。

ホ）純輸出（前期比寄与度＋0.5％ポイント、年率寄与度＋1.8％ポイント）

　輸出は前期比＋6.0％（年率＋26.5％）と、５四半期連続の年率二桁増。地域別にみると、これ

まで全体を牽引してきたアジア向けに加え、米国向けも増加。輸入は前期比＋3.9％（年率＋

16.4％）。景気持ち直しに伴う輸入数量の増加が主因。

ヘ）ＧＤＰデフレーター（前期比▲0.5％）

　個人消費や建設投資（住宅投資・公共投資）を中心に内需項目のデフレーターが下落したことに

加え、輸入デフレーターが２四半期連続でプラスとなったため、再び前期比マイナスに。

（３）当面の展望～景気減速が一段と明確化

　当面を展望すると、実質ＧＤＰ成長率はさらに

低下する懸念大。７～８月の生産予測指数が小幅

増にとどまったこと、生産計画から下方修正され

る傾向が強まっていることから判断すると、７～

９月期の鉱工業生産は前期比マイナスに転じる可

能性。製造業の牽引力が低下する分、成長率が下

振れる見込み。

　わが国経済は、輸出・耐久財消費など内外の政

策効果が一巡し、自律回復力に見合った成長ペー

スに移りつつある段階。内外需要の脆弱さを背景

に、年末にかけて景気減速が一段と明確化してい

く見通し。

（資料）内閣府「国民経済計算」をもとに日本総研作成

予測



（株）日本総合研究所 調査部

ＧＤＰ統計予測表＜2010年7月30日時点の公表系列をもとに作成＞

■ 前期比 （％、十億円）
実質ＧＤＰ 名目ＧＤＰ ﾃﾞﾌﾚｰﾀｰ

内需 外需
民需 官公需

個人消費 住宅投資 設備投資 民間在庫 政府消費 公共投資 公的在庫 輸出 輸入
2009/ 4 ～ 6 1.7 ▲ 0.1 ▲ 0.6 1.0 ▲ 9.8 ▲ 3.8 ▲ 906.6 1.3 0.1 7.5 0.1 7779.6 10.1 ▲ 3.5 0.2 ▲ 1.5

7 ～ 9 0.1 ▲ 0.2 ▲ 0.2 0.6 ▲ 7.3 ▲ 2.1 ▲ 402.7 ▲ 0.1 0.1 ▲ 0.8 ▲ 37.8 2777.5 8.6 5.7 ▲ 0.3 ▲ 0.4
10 ～12 1.1 0.5 0.5 0.7 ▲ 2.6 1.1 ▲ 819.6 0.4 0.7 ▲ 0.9 28.2 3573.2 5.8 1.0 0.3 ▲ 0.8

2010 1 ～ 3 1.2 0.6 0.7 0.4 0.4 0.6 761.3 0.3 0.4 ▲ 0.5 6.8 3974.9 6.9 2.3 1.3 0.1
4 ～ 6 0.6 0.1 0.1 0.1 0.5 0.4 ▲ 300.0 0.0 0.2 ▲ 0.8 ▲ 8.9 2874.0 6.0 3.9 ▲ 0.1 ▲ 0.5

■ 前期比年率 （％、十億円）
2009/ 4 ～ 6 6.9 ▲ 0.5 ▲ 2.2 4.0 ▲ 33.9 ▲ 14.2 － 5.4 0.5 33.7 － － 46.8 ▲ 13.4 0.8 ▲ 5.7

7 ～ 9 0.4 ▲ 0.8 ▲ 0.9 2.6 ▲ 26.0 ▲ 8.1 － ▲ 0.4 0.3 ▲ 3.3 － － 39.2 24.9 ▲ 1.0 ▲ 1.5
10 ～12 4.6 1.8 1.9 2.9 ▲ 10.2 4.7 － 1.7 2.7 ▲ 3.6 － － 25.2 4.1 1.3 ▲ 3.2

2010 1 ～ 3 5.0 2.3 2.7 1.7 1.8 2.6 － 1.1 1.7 ▲ 1.8 － － 30.6 9.3 5.4 0.4
4 ～ 6 2.3 0.3 0.3 0.3 2.2 1.6 － 0.1 0.8 ▲ 3.0 － － 26.5 16.4 ▲ 0.3 ▲ 2.6

■ 前年同期比 （％、十億円）
2009/ 4 ～ 6 ▲ 5.7 ▲ 3.7 ▲ 5.6 ▲ 1.1 ▲ 9.9 ▲ 22.2 ▲ 34.8 3.2 1.7 13.9 ▲ 20.0 ▲ 3846.6 ▲ 29.3 ▲ 18.3 ▲ 6.3 ▲ 0.6

7 ～ 9 ▲ 5.2 ▲ 3.9 ▲ 5.8 ▲ 0.4 ▲ 20.3 ▲ 21.1 ▲ 215.1 3.3 2.0 11.6 ▲ 9.7 ▲ 2734.8 ▲ 22.7 ▲ 16.0 ▲ 5.8 ▲ 0.7
10 ～12 ▲ 1.1 ▲ 3.0 ▲ 4.7 1.2 ▲ 24.5 ▲ 13.9 ▲ 2243.7 3.0 1.7 9.2 ▲ 25.0 1510.9 ▲ 4.7 ▲ 15.4 ▲ 3.8 ▲ 2.8

2010 1 ～ 3 4.6 0.8 0.5 2.9 ▲ 18.0 ▲ 3.8 ▲ 214.2 1.8 1.3 4.6 ▲ 2.3 4357.7 34.3 5.4 1.6 ▲ 2.8
4 ～ 6 4.0 2.1 0.7 1.9 ▲ 8.0 ▲ 0.0 ▲ 514.3 6.7 1.4 39.9 1.0 3141.9 30.2 13.5 2.7 ▲ 1.6

■ 前期比・寄与度 （％）
2009/ 4 ～ 6 1.7 ▲ 0.1 ▲ 0.4 0.6 ▲ 0.3 ▲ 0.5 ▲ 0.2 0.3 0.0 0.3 0.0 1.5 1.1 0.4 － －

7 ～ 9 0.1 ▲ 0.2 ▲ 0.2 0.4 ▲ 0.2 ▲ 0.3 ▲ 0.1 ▲ 0.0 0.0 ▲ 0.0 ▲ 0.0 0.4 1.0 ▲ 0.7 － －
10 ～12 1.1 0.5 0.4 0.4 ▲ 0.1 0.1 ▲ 0.2 0.1 0.1 ▲ 0.0 0.0 0.6 0.8 ▲ 0.1 － －

2010 1 ～ 3 1.2 0.6 0.5 0.3 0.0 0.1 0.1 0.1 0.1 ▲ 0.0 0.0 0.7 1.0 ▲ 0.3 － －
4 ～ 6 0.6 0.1 0.1 0.1 0.0 0.1 ▲ 0.1 0.0 0.0 ▲ 0.0 ▲ 0.0 0.5 1.2 0.7 － －

■ 前期比年率・寄与度 （％）
2009/ 4 ～ 6 6.9 ▲ 0.5 ▲ 1.7 2.4 ▲ 1.1 ▲ 2.0 ▲ 0.7 1.3 0.1 1.4 0.0 6.7 5.1 1.6 － －

7 ～ 9 0.4 ▲ 0.8 ▲ 0.7 1.5 ▲ 0.8 ▲ 1.1 ▲ 0.3 ▲ 0.1 0.1 ▲ 0.1 ▲ 0.0 1.8 4.7 ▲ 2.9 － －
10 ～12 4.6 1.8 1.4 1.7 ▲ 0.3 0.6 ▲ 0.6 0.4 0.5 ▲ 0.2 0.0 2.8 3.3 ▲ 0.5 － －

2010 1 ～ 3 5.0 2.3 2.0 1.0 0.0 0.3 0.6 0.3 0.3 ▲ 0.1 0.0 3.0 4.2 ▲ 1.2 － －
4 ～ 6 2.3 0.3 0.3 0.2 0.1 0.2 ▲ 0.2 0.0 0.2 ▲ 0.1 0.0 1.8 4.2 2.4 － －

■ 前年同期比・寄与度 （％）
2009/ 4 ～ 6 ▲ 5.7 ▲ 3.8 ▲ 4.5 ▲ 0.6 ▲ 0.3 ▲ 3.3 ▲ 0.0 0.6 0.3 0.4 ▲ 0.0 ▲ 2.8 ▲ 4.8 2.0 － －

7 ～ 9 ▲ 5.2 ▲ 4.1 ▲ 4.8 ▲ 0.2 ▲ 0.6 ▲ 3.4 ▲ 0.2 0.7 0.3 0.3 ▲ 0.0 ▲ 2.0 ▲ 3.8 1.8 － －
10 ～12 ▲ 1.1 ▲ 3.1 ▲ 3.8 0.7 ▲ 0.7 ▲ 1.9 ▲ 1.6 0.6 0.3 0.4 ▲ 0.0 1.1 ▲ 0.7 1.8 － －

2010 1 ～ 3 4.6 0.9 0.4 1.7 ▲ 0.5 ▲ 0.6 ▲ 0.2 0.4 0.2 0.2 ▲ 0.0 3.4 3.9 ▲ 0.5 － －
4 ～ 6 4.0 1.5 0.1 1.1 ▲ 0.2 ▲ 0.0 ▲ 0.8 1.4 0.3 1.1 0.0 2.4 3.7 1.3 － －

（注１）民間在庫、公的在庫、外需の前期比、前年同期比はそれぞれ前期差、前年同期差。
（注２）実績値は、基礎統計の追加、季節調整のかけ直しなどの要因により、内閣府公表の数値とは異なっている可能性もある。
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